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要約
本研究は、住民層の分化の実態を、女性の地域集団参加パターンから明らかにし、各住
民層による地域への関与(地域施設の認知・利用、請願運動の認知、政治的態度)の差異
を検討することを目的とする O デ」タは、系統抽出された東京都品川区の荏原・小山地区
に居住する20歳以上70歳未満の女性から得た。分析の結果、以下のような知見が得られた。
(1)クラスター分析の結果、「非参加型J，PTA.生協参加型J，多重参加型J，御輿
会・ボランティア参加型J，伝統的集団参加型」という 5つの集団参加パターンが析出され
た。
( 2) 1980年以降に転居してきた流入層を中心とする「非参加型」に分類されたケース
が最も多く、全体の 3分の lを占めていた。次いで¥この地区で生まれ育った若年層が比
較的多い「御輿会・ボランテイア参加型jが全体の4分の lを占めていた。
( 3 )児童のための区民センター建設請願運動は、 1970年代に転居してきた「多重参加
型」と自営業層からなる「伝統的集団参加型」を中心に展開していた。特に、養育・教育
期であった母親たちが、教育文化活動や家庭教育学級講座を通じた社会的ネットワークを
基盤にして請願運動を展開していた点が示唆された。
1.目的
本研究は、東京都品川区荏原・小山地区におけ
る住民層の分化の実態を、女性の地域集団参加パ
タ}ンから明らかにし、各住民層による地域への
関与(地域施設の認知・利用、請願運動の認知、
政治的態度)の差異を検討することを目的とする。
本研究の焦点は、各集団(町内会、ボランテイア、
生協など)の参加規定要因を明らかにすることで
はなく、似かよった集団参加パターンを共有する
層を住民層(=集団参加クラスター)として析出
し、各住民層の社会構造上の諸特性(年齢・家族
指標、移動・居住指標、社会経済的地位指標)を
明らかにすることである(注 (1))。
この地区をフィールドとした調査研究は、今回
が第2回目であり、初回調査は1986年に行われて
いる(，大都市における地域社会構造とライフスタ
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イルに関する実証的研究」研究代表者:松本康)。
初回調査時のデータを用いて、玉野和志 (1993)
は「集団参加相聞から構成した社会層分化の様態」
の分析を行っている。玉野は、数量化E類を用い
て、今回の分析対象地区である小山地区において、
4つの組織系列 (1趣味愛好的な組織系列」、「創価
学会系の組織系列」、「市民的な、地域において革
新的な組織系列J、「地域の伝統的な組織系列J)を
析出している。そして、荏原区民センター建設請
願運動というこの地域における具体的なイッシュ
ーを、各社会層の社会的背景と政治参加のスタイ
ルの相違などに着目しながら詳細に跡づけている。
一方、松本康 (1988)は、社会経済的地位と家族
的発達的地位という 2つの規定的変数とインフォ
ーマル結合のセットとして定義されるライフスタ
イル・クラスターが地域集団参加を規定している
実態を描いている O この分析において松本は、コ
ミュニティの鍵を握る地域集団として、小山地区
では①町会と②運動組織参加(荏原区民センター
建設請願運動)、八潮地区では①自治会と②地域生
協参加を取り上げ、地域に特徴的な下位文化の形
成・変容過程を明らかにした。
荏原・小山地区における住民層の分化の実態を、
女性の地域集団参加パターンからとらえるにあた
り、すでに初回調査時に取り上げられているこの
荏原区民センター建設請願運動の展開は重要な意
味合いを含んで、いる。この運動の概要を振り返っ
てみると、 1978年の「荏原・小山地区に児童文化
センターをつくる会」による署名集め・請願運動
の開始にまでさかのぼることができるO 翌1979年
に請願は区議会で採択されたがiこの時点では建
設用地は確保されていなかった。その後1983年に
地元企業の寮の跡地を区が取得し(区の地域活動
推進課が管轄)、建設予定地の一時開放の管理・運
営にあたる「一時開放連絡会」が設立され、これ
を母体として1984年に住民参加の施設建設のため
に「建設協議会」がつくられた。そして最初の請
願から10年近く経た1987年6月に荏原区民センタ
ーは開館した(玉野 1993、品川区職員労働組合・
東京自治問題研究所 1986)。
本研究は、この荏原区民センター建設請願運動
は、具体的にどのような社会的機関を結節点とし
て、いかような集団参加パターンを持つ住民層に
よって担われていたのかを明らかにし、その住民
層の社会的背景(移動歴・社会経済的地位など)
を実証する。さらに今日、荏原・小山地区におい
て、地域活動はどのような住民層によって支えら
れており、その活動の系譜はどのように受け継が
れていく可能性があるのかを探索する(注 (2))。
本研究は、上記の初回品川調査でとられている社
会層(あるいはクラスター)の析出方法とは異な
るので、当時の知見と今回の分析結果を直接的に
比較することはできないが、 1980年代後半以降の
産業構造の転換に伴う小山・荏原地区における地
域社会構造の変容を明らかにする意義も持つ。
2.方法
2. 1 データ・分析対象者
本研究のデータは、「都市コミュニティの社会的
形成過程に関する実証的研究(研究代表者:玉野
和志)Jから得ている。調査対象地は、品川区の小
山4、5、6丁目および荏原 5、6、7丁目(東
急目黒線の武蔵小山駅から西小山駅にかけての地
域)である。標本抽出は、選挙人名簿より20歳以
上70歳未満の男女800人 (25歳未満の単身者、非地
元企業の社宅および単身者寮居住者を除く)を系
統抽出した。調査は、 1999年9月に原則として訪
問面接法によって行い、複数回訪問しでも会えな
い場合や対象者から申し出があった場合には自記
式留置法を併用した。回収率は62.4%(有効回答数
499)、転居などの調査不能を除くと68.4%であっ
た(注 (3))。
本研究の分析対象者は、女性サンプル (261人)
のうち集団参加項目に欠損値のある者を除いた254
人であるO
2. 2 変数
地域集団参加は、 11項目(町会、商庖会、神輿
会、政党後援会、 PTA、生協・消費者団体、教
育・地域問題に関する団体、ボランテイア、子ど
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も会・共同保育クラブ・地域文庫・こども劇場な
どの世話役、少年野球の世話役、家庭教育学級講
座)それぞれへの参加経験あり(現在、過去を含
めて) = 1、参加経験なし oとして分析に用い
た。
年齢・家族指標は、年齢、世帯類型、家族周期
段階を用いた。家族周期段階は、「独身期 (50歳未
満で子どものいない未婚者)J、「新婚期 (50歳未満
で子どものいない有配偶者)J、「養育・教育期(子
どもが学校教育未修了の者)J、「空の巣期・向老期
(末子が学校教育修了の者・ 50歳以上の子どものい
ない未婚者)Jに分類した。移動・居住指標は、居
住地区(町目別)、態度決定地、本人居住時期、居
住形態を用いた。社会経済的地位指標は、本人従
業上地位、本人現職種、配偶者従業上地位、学歴、
世帯年収を用いた。
地域への関与の指標として、第1に地域施設の
認知・利用および請願運動を経て設立された荏原
区民センターに関する項目を取り上げた。具体的
な指標として、荏原文化センター講座参加、旗の
台文化センター講座参加、請願運動認知・署名、
荏原区民センターの認知、訪問の有無、施設運営
参加の有無を用いた。第2に、政治的態度として
地域政治に対する評価に関する項目を取り上げた。
具体的な指標として、多賀前区政評価、高橋区政
評価を用いた。多賀栄太郎前区長は、 1972年の区
長準公選によって任命され、公選後、 1975年に社
会党・共産党・公明党によって支持された革新自
治体をスタートさせた。 1979年の 2期日からは、
自民党・民社党が相乗りし、共産党を除くすべて
の政党が多賀区政支持にまわった。 1987年に、公
選後3期つとめた多賀氏は勇退し、自民党・公明
党・社会党・民社党の推薦を受けた高橋久二区長
が誕生した。
2， 3 分析方法
地域集団参加項目の連関は、 Cramer'sVを用い
て測定した。集団参加クラスター析出のためのク
ラスター分析は、類似度係数は単純見合い係数
(single matching coefficient)を用いて、最遠隣法
によって行った(注(4))。
3，結果
3， 1 女性の集団参加パターン
表1に、地域集団参加項目の連闘を示した(町
会×商庖会~少年野球世話×教育学級講座までの
クロス表分析のx'検定の結果とCramer'sV係数の
値を表示)0 Cramer' s V係数の値が、 0.3をこえて
いる集団参加の組み合わせは、町会と商庖会、町
会とPTA、町会と生協、町会と教育学級講座、
PTAと生協、 PTAと教育地域問題、 PTAと子ども
会世話、 PTAと教育学級講座、生協と教育学級講
表1 集団参加項目の連関
町会 政党 PTA 生協 教育地域ボラン子ども会少年野球教育学級商庖会神輿会 後援会 問題 テイア 世話 世話 講座
町会 0.31 0.06 0.20 0.43 0.32 0.21 0.16 0.17 0.04 0.38 
商庖会 ** 0.16 0.29 0.10 0.00 0.07 0.04 0.06 0.04 0.13 
神輿会 ネ 0.15 0.03 0.04 0.02 0.06 0.01 0.08 0.01 
政党後援会 * ** 0.22 0.09 0.19 0.11 0.11 0.12 0.18 
PTA ** 同ド*司ド 0.40 0.35 0.11 0.38 0.29 0.69 
生協 ** ** 0.24 0.22 0.25 0.12 0.38 
教育地域問題 * * ** **ホ 0.26 0.27 0.19 。‘37
ボランテイア * 水* ** 0.20 0.07 0.15 
子ども会世話 * ** ** ** * 0.34 0.36 
少年野球世話 ** * ** 0.31 
教育学級講座 ** * * ** キ** ** * ネキ* *キ*
1)対角線の上側はCramer'sV係数の値，下側はのx2検定の結果であるo "*;p<.∞1 ";pくβ1・;<.05
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座、教育地域問題と教育学級講座、子ども会世話
と少年野球世話、子ども会世話と教育学級講座、
少年野球世話と教育学級講座であった。この結果
は、特に子ども関連の集団同士でメンバーが重な
り合う傾向があることを示唆している。
より明確な集団参加パタ}ンを析出するために、
表 1で取り上げた集団参加項目を用いてクラスタ
ー分析を行い、表2に、 5クラスター解を採用し
たクラスター別集団参加比率の結果を示した。
第 1クラスターは、どの集団に対しでも参加率
が低く、平均集団参加数 (0.84) も非常に少ない
「非参加型jを示すクラスターである。第2クラス
表2 クラスター別集団参加比率
町会 商庖会神興会 政党 PTA 生協 教育地 ボラン 子ども少年野 教育学平均集団
後援会 域問題テイア会世話球世話級講座参加数
クラスター 5.5 1.1 2.2 1.1 18.7 3.3 3.3 
クラスター 2 48.0 0.0 18.0 0.0 100.0 44.0 4.0 
0.0 25.3 7.7 15.4 0.84 91 
8.0 6.0 16.0 52.0 2.96 50 
クラスター 3 77.8 19.4 13.9 22.2 100.0 63.9 77.8 52.8 58.3 25.0 91.7 6.03 36 
クラスター 4 34.9 11.1 23.8 11.1 15.9 11.1 4.8 34.9 3.2 0.0 15.9 1.67 回
クラスター 5 100.0 42.9 42.9 100.0 100.0 28.6 14.3 14.3 28.6 14.3 臼3 5.50 14 
全体 36.6 8.3 14.6 11.8 50.0 23.2 15.0 18.5 20.9 10.2 36.2 2.45 254 
表3 年齢・家族指標
年齢
非参加型
PTA・生協参加型
多重参加型
御輿会・ボランテイア参加型
伝統的集団参加型
全体
20-29 
20.9 
0.0 
0.0 
31.7++ 
0.0 
15.4 
30-39 
28.6+ 
14.0 
8.3 
27.0 
0.0 
20.9 
40-49 
15.4 
22.0 
25.0 
12.7 
21.4 
17.7 
50.0+ + 
14.3 
64.3+ + 
29.1 
60-69 
16.5 
22.0 
16.7 
14.3 
14.3 
16.9 
n 
???
??
? ?????
? ヮ ?
x'検定 p<.OOl
非参加型
円 A・生協参加型
多重参加型
御輿会・ボランテイア参加型
伝統的集団参加型
全体
3世代
12.1 
26.0 
36.1 + 
15.9 
35.7 
20.5 
世帯類型
夫婦のみ 親と未婚子単身・その他
17.6 
8.0 
8.3 
9.5 
14.3 
12.2 
36.3--
60.0 
55.6 
61.9+ 
50.0 
50.8 
34.1 + + 
6.0 
0.0 
12.7 
0.0 
16.5 
n 
???
?? ? ?
??
? ??
??
?
? ?
?
?
x'検定:p<ー001
独身期
家族周期段階
新婚期 養育・教育期 空の巣期 n 
非参加型
PTA'生協参加型
多重参加型
御輿会・ボランテイア参加型
伝統的集団参加型
全体
43.7十+
0.0 
0.0--
44.3++ 
0.0-
26.2 
8.0 + 
0.0 
0.0 
6.6 
0.0 
4.4 
12.6 -
40.0+ + 
36.1 
19.7 
35.7 
24.6 
35.6 
60.0. + 
63.9+ 
29.5 
64.3 
44.8 
????
?
? ?
x"検定:p<.0u1 
1)数値の横につけた符号は標準化カイ自乗残差によるものであり. ++ 0%水準)および+ (5%水準)は観測値が期待値よりも統
計学的に有意に大きいことを示し，一ー 0%水準)およびー (5%水準)は有意に小さいことを示している.
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ターは、全員がPTAの参加経験があり、生協 子ども会世話 (58.3%)、少年野球世話 (25.0%)、
(44.0%) および教育学級講座 (52.0%)への参加 教育学級講座 (91.7%) と子ども関連の集団に多
率が高い fpTA・生協参加型Jを示すクラスター 岐にわたって参加している(あるいはかつて参加
である。第 3クラスターは、神輿会と政党後援会 していたH多重参加型」を示すクラスターである。
を除くすべての項目において参加率が高く、平均 第4クラスターは、神輿会 (23.8%) とボランテイ
集団参加数 (6.03) は 5つのクラスターの中で最 ア (34.9%) 以外の集団参加率が低く、平均集団
も多い。これは、 PTA(100%)、生協 (63.9%)、 参加数(1.67) も平均より少ない「神輿会・ボラ
教育地域問題 (77.8%)、ボランテイア (52.8%)、 ンテイア参加型」を示すクラスターである。第 5
表4 移動・居住指標
地区
小山4 小山5 小山6 荏原5 荏原6 荏原7 n 
非参加型 12.1 18.7 26.4 11.0 18.7 13.2 91 
PTA・生協参加型 16.0 12.0 22.0 14.0 10.0 26.0 50 
多重参加型 11.1 11.1 16.7 22.2 19.4 19.4 36 
御輿会・ボランテイア参加型 19.0 22.2 12.7 17.5 7.9 20.6 63 
伝統的集団参加型 7.1 14.3 57.1 + + 0.0 0.0 21.4 14 
全体 14.2 16.9 22.4 14.2 13.4 18.9 254 
x2検定 p<.l
態度決定地
現住地・近隣 東尽都 その他 n 
非参加型 30.0 20.0 50.0 90 
PTA・生協参加型 16.0 42.0+ + 42.0 50 
多重参加型 13.9 27.8 58.3 36 
御輿会・ボランテイア参加型 39.7++ 23.8 36.5 63 
伝統的集団参加型 21.4 14.3 64.3 14 
全体 26.9 26.1 47.0 253 
x2検定 p<.05
本入居住時期
生まれて
からずっと 1969 1970一 1980- n 
非参加型 23.1 11.0一 6.6一 59.3+ + 91 
PTA・生協参加型 12.0 38.0+ + 22.0 28.0- 50 
多重参加型 11.4 31.4 37.1 + + 20.0一 35 
御輿会・ボランテイア参加型 30.2+ 12.7 7.9 49.2 63 
伝統的集団参加型 7.1 57.1 + + 35.7+ 0.0一 14 
全体 20.2 22.1 15.8 41.9 253 
x2検定:p<.OOl 
居住形態
戸建 分譲集合 賃貸集合 n 
非参加型 35.2一 8.8 56.0+ + 91 
円 A・生協参加型 70.0 10.0 20.0- 50 
多重参加型 82.9+ + 8.6 8.6一 35 
御輿会・ボランティア参加型 69.8 4.8 25.4 63 
伝統的集団参加型 100.0++ 0.0 0.0一 14 
全体 60.9 7.5 31.6 253 
x'検定:p<.OOl 
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クラスターは、町内会 (100%)、商庖会 (42.9%)、
神興会 (42.9%)、政党後援会(100%)、PTA
(100%)の参加率が高く、平均集団参加数 (5.50)
も多い「伝統的集団参加型Jを示すクラスターで
ある。
3. 2 各クラスターの特性
この 5つのクラスターを構成している女性サン
プルの諸特性を①年齢・家族指標、②移動・居住
指標、③社会経済的地位指標の側面から分析した
結果が、表3-5である。
( 1 )年齢・家族指標
年齢についてみると、「御輿会・ボランテイア参
加型」では20代の比率 (31.7%)が、「非参加型」
では30代の比率 (28.6%)が、 iPTA・生協参加型j、
「多重参加型」、「伝統的集団参加型」では50代の比
率が、それぞれ他のクラスターに比べて高い。世
帯類型については、「非参加型」では単身世帯の比
率 (34.1%)が、「多重参加型jでは 3世代世帯の
比率 (36.1%)が、「御輿会・ボランティア参加型」
では親(夫婦あるいは片親)と未婚子からなる世
帯の比率 (61.9%)が、それぞれ他のクラスター
に比べて高い。家族周期段階については、「非参加
型」、「御輿会・ボランテイア参加型」では独身期
の比率が、 iPTA・生協参加型」では養育・教育期
および空の巣期の比率が、「多重参加型Jでは、空
の巣期の比率 (63.9%)が、それぞれ他のクラス
ターに比べて高いことが分かる。
( 2 )移動・居住指標
居住地区についてみると、「伝統的集団参加型」
では小山 6丁目居住者の比率 (57.1%)が他のク
ラスターに比べて高い。態度決定地については、
「御輿会・ボランテイア参加型」では現住地および
その近隣の比率 (39.7%)が、 iPTA・生協参加型」
では東京都内の比率 (42.0%)が、それぞれ他の
クラスターに比べて高い。本人居住時期について
は、「御輿会・ボランテイア参加型」では生まれて
からずっと住み続けている者の比率 (30.2%)が、
iPTA・生協参加型」、「伝統的集団参加型jでは
1969年以前の比率が、「多重参加型」では1970年代
の比率が、「非参加型Jでは1980年以降の比率が、
それぞれ他のクラスターに比べて高い。居住形態
については、「多重参加型」、「伝統的集団参加型J
で戸建の比率が、「非参加型」で賃貸集合の比率
(56.0%)が、それぞれ他のクラスターに比べて高
いことが分かる。
( 3 )社会経済的地位指標
本人現職従業上地位についてみると、「御興会・
ボランテイア参加型jでは無職の比率 (49.2%)
が、「非参加型jでは常雇の比率 (42.9%)が、
「伝統的集団参加型jでは自営の比率 (64.3%)が
それぞれ他のクラスターに比べて高い。有職者の
みを取り上げて本人現職種についてみると、「御輿
会・ボランテイア参加型」では事務職の比率
(59.4%)が他のクラスターに比べて高い。既婚者
のみを取り上げて配偶者の現職についてみると、
「非参加型Jでは役員・雇用者の比率 (81.3%)が、
「伝統的集団参加型Jでは自営の比率 (69.2%)が、
それぞれ他のクラスターに比べて高い。学歴につ
いては、 iPTA・生協参加型」では大学卒の比率
(6.1%)が他のクラスターに比べて低い。世帯収
入については、「非参加型」では400-800万円の比
率 (47.1%)が、「多重参加型」では800万円以上
の比率 (67.6%)が、それぞれ他のクラスターに
比べて高いことが分かる。
3. 3 住民層の分化と地域への関与一地域施設
の認知・利用および政治的態度
表6に、各住民層による地域施設の認知・利用
および政治的態度の差異を示した。
荏原文化センターについてみると、講座参加の
有無については、「多重参加型jでは参加ありの比
率 (80.6%)が他のクラスターに比べて高い。旗
の台文化センターについてみると、「多重参加型J
では講座参加ありの比率 (27.8%)が他のクラス
ターに比べて高いことが分かる。荏原区民センタ
ーについてみると、全体の4分の 3が認知してお
り、 iPTA・生協参加型」、「多重参加型j、「伝統的
集団参加型jでは訪問ありの比率が他のクラスタ
ーに比べて高い。区民センター運営参加について
は、「多重参加型Jでは参加経験ありの比率
(13.9%)が他のクラスターに比べて高い。建設請
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表5 社会経済的地位指標
本人現職従業上地位
無職 常雇 パート 自営 n 
非参加型 31.9 42.9+ + 17.6 7.7- 91 
PTA・生協参加型 40.0 16.0- 30.0 14.0 50 
多重参加型 30.6 25.0 30.6 13.9 36 
御輿会・ボランテイア参加型 49.2+ 28.6 12.7 9.5 63 
伝統的集団参加型 21.4 7.1 7.1 64.3++ 14 
全体 37.0 29.5 20.1 13.4 254 
x'検定:pく.001
本人現職種
現業 販売・ 事務 専門・管理 n サービス
非参加型 9.8 29.5 49.2 11.5 61 
PTA・生協参加型 19.4 48.4 25.8 6.5 31 
多重参加型 12.0 32.0 40.0 16.0 25 
御輿会・ボランティア参加型 3.1 25.0 59.4' 12.5 32 
伝統的集団参加型 18.2 54.5 18.2 9.1 11 
全体 11.3 34.4 43.1 11.3 160 
x2検定:n.s 
配偶者従業土地位
役員・雇用者 自営 n 
非参加型 81.3+ 18.8 32 
PTA・生協参加型 56.8 43.2 37 
多重参加型 63.3 36.7 30 
御興会・ボランテイア参加型 75.0 25.0 24 
伝統的集団参加型 30.8 69.2++ 13 
全体 64.7 35.3 136 
x'検定 pく.05
学歴
義務 高校 短大 大学 n 
非参加型 5.6 37.8 34.4 22.2 90 
PTA・生協参加型 12.2 44.9 36.7 6.1 49 
多重参加型 11.1 41.7 33.3 13.9 36 
御輿会・ボランティア参加型 11.1 25.4 39.7 23.8 63 
伝統的集団参加型 14.3 28.6 42.9 14.3 14 
全体 9.5 36.1 36.5 17.9 252 
X 検定:n.s.
世帯収入
400万未満 400-800万 800万以上 n 
非参加型 19.5 47.1十 33.3 87 
PTA・生協参加型 10.9 43.5 45.7 46 
多重参加型 14.7 17.6- 67.6+ + 34 
御興会・ボランテイア参加型 20.7 27.6 51.7 58 
伝統的集団参加型 0.0 53.8 46.2 13 
全体 16.4 37.8 45.8 238 
x'検定 pく.05
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表6 各住民層の地域施設の認知・利用および政治的態度
非参加型 PTA・生協 多重参加型 御興会・ボランティ7 伝統的集団 検定(n=9I) 参加型 (n=50J (n=36J 参加型 (n=ω) 参加型 (n=14J
荏原文化センター講座参加 18.7 48.0 80.6 25.4 57.1 
旗の台文化センター講座参加 5.5 12.0 27.8 6.3 0.0 
荏原区民センター 請願運動認知・署名 14.3 18.0 50.0 17.5 57.1 
荏原区民センター認知 60.4 86.0 83.3 73.0 92.9 
荏原区民センタ}訪問 33.0 66.0 66.7 46.0 78.6 
荏原区民センター運営参加 1.1 10.0 13.9 3.2 0.0 
多 賀 区 政 評 価 2.2 10.4 13.9 4.9 0.0 
高 橋 区 政 評 価 5.6 14.3 25.0 11.5 42.9 
1)クロス表結果の該当するカァゴリー の比率のみを表示.ただし，多賀区政評価については「初めは支持したが，徐々 にしなくなっ
た」の比率，高橋区政評価については.["支持する」の比率を表示した.
2) x'検定問;pく.01 柿;p<.Ol ・;く05
願運動の認知については、「多重参加型」では署名
経験あり・認知のみの比率 (50.0%)が、「伝統的
集団参加型」では署名経験ありの比率 (57.1%)
がそれぞれ他のクラスターに比べて高いことが分
かる O
政治的態度についてみると、多賀前区政評価に
ついて「多重参加型jでは、「初めは支持したが、
徐々にしなくなった」と回答している比率
(13.9%)が他のクラスターに比べて高い。高橋現
区政評価について、「伝統的集団参加型」では支持
の比率 (42.9%)が他のクラスターに比べて高い
ことが分かる。
4.考察
4. 1 住民層の分化と請願運動
本研究は、アプリオリに住民層を設定するので
はなく、女性の地域集団参加パターンの分析から
5つの住民層(=集団参加クラスター)を析出し
た。各住民層の特性をまとめると次のようになる。
「非参加型」を示す第 1クラスターは、年齢・
家族指標からみると30代・未婚者・単身者が中心
である。移動・居住指標についてみると、 1980年
代以降に流入し、賃貸集合住宅に居住している者
が他のクラスターに比べて多いことが明らかに
なった。有職者を取り上げてみると、フルタイム
の雇用者が多く、その勤務先が都心区(43.5%)の
者が他のクラスターに比べて多かった。つまり、
この住民層は、勤務先とのアクセシビリティを考
慮して、荏原・小山地区という居住地を選択して
いることが示唆される。
iPTA・生協参加型」を示す第2クラスターは、
戦後・ 60年代という比較的早い時期までに東京都
内からこの地区に移住した既婚者が中心である O
社会経済的地位指標についてみると、大学卒の比
率が低く、有意ではないが本人職種が販売・サー
ビス、配偶者職種が現業である者が他のクラスタ
}に比べて多い点が特徴的である。
「多重参加型」を示す第 3クラスターは、年
齢・家族指標からみると50代の既婚者が中心であ
り、すでに家族周期段階は空の巣期である者が多
い。子ども関連の集団に多岐にわたって参加経験
のあるこの住民層は、 1970年代に移住してきてい
る点が特徴的であり、社会経済的地位指標につい
てみると世帯年収が800万円をこえている者が多
し、。
「神輿会・ボランティア参加型」を示す第4ク
ラスターは、年齢・家族指標からみると20代・未
婚者が中心であり、世帯類型は親と未婚子の者が
多い。この住民層は、荏原・小山地区で生まれ育っ
た者が多い点が特徴的であり、その過程で町の神
輿会に参加し、ボランテイア活動を経験している。
「伝統的集団参加型」を示す第5クラスターは、
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小山 6丁目に居住する50代の既婚者が中心である。
この住民層は、戦後1960年代までに移住してきた
者が他のクラスターに比べて多い。社会経済的地
位指標についてみると、本人従業上地位・配偶者
従業上地位ともに、自営である者が他のクラスタ
ーに比べて多い。つまり、この住民層は、西小山
の商庖街を含む小山地区の自営業層であることを
示している。
本分析の結果、かつて荏原区民センター建設請
願運動を支えていた住民層が、今日もある程度こ
の地区に住みつづけていることが明らかになった。
建設請願運動は、 1970年代に移住してきた「多重
参加型」を中心に展開しており、この住民層の家族
周期段階は、すでに空の巣期であることが分かっ
た(注 (5))。また、ケース数は少ないが、自営業
層からなる「伝統的集団参加型」も建設請願運動
の署名・認知度が高く、請願運動が、この 2つの
住民層を中心とする現在の50代(1940年代出生コ
ーホート)による世代的なつながりに基づいて展
開されていたことを裏づけている。
4. 2 r多重参加型」の地域施設利用・講座参
加と政治的態度
「多重参加型」は、教育地域問題(77.8%)、子
ども会世話 (58.3%)、教育学級講座 (91.7%)の
参加率が非常に高く、当時養育・教育期にあった
母親たちが、これらの教育文化・学習活動の集団
参加を通じたネットワークを基盤に建設請願運動
を展開していたことが示唆される。地域女性の教
育文化運動に関して玉野 (2000)は、品川区の女
性を対象とした社会教育行政が1970年代に入ると、
続々と建設・整備されていった文化センターを拠
点とするかたちに転換されていったことを指摘し
ている。その文化センターへの関わりをみると、
荏原文化センターの講座については、「多重参加型J
の8割が参加経験があり、旗の台文化センターに
ついても、「多重参加型」の 3割が参加経験がある
ことが分かった。実際、建設請願運動の中心メン
バーの 1人は、旗の台文化センターにおける社会
教育関係の講座での学習が、運動の重要なきっか
けになっていることを指摘している(玉野 1997:
95)。本分析の結果は、この生活史調査の知見とも
符合しており、文化センターにおける各種講座が、
区民センター建設請願運動および女性の地域活動
の展開に直接・間接的に重要な役割を果たしてい
たことを示唆している。
かつて革新自治体として成立した多賀栄太郎区
長の時代に、その前期においては地域女性の教育
文化・学習活動を後押しする政策がとられていた
のに対し、その後期(1980年代)には女性の地域
活動を支える政策が後退していった点が指摘され
ている(玉野 2000)0具体的には、文化センター
における社会教育主事の常駐・地域文庫活動と図
書館整備・自主グループによる学習活動を保障し
えた家庭教育学級といった行政サービスが、 80年
代に入ると同時に後退ないし廃止されていったの
であるO この論点に関して、地域政治に対する態
度として、多賀前区政に対する評価についてみる
と、「多重参加型」では「初めは支持したが徐々に
支持しなくなった」という評価の比率が他の住民
層に比べて高かった点が明らかになった。
4. 3 移動?定着と地域形成
竹中英紀(1988:36)は、墨田区K地区における
社会階層構造の形成および再生産のメカニズムに
関する分析において、「地域形成Jとは、「社会移
動があくまで個人の地位の変化をあらわすもので
あるのに対して、そうした個人レベルの移動が、
地域社会(とりわけ都市社会)を凝集点として集
合的・歴史的に累積される過程で、地域社会の構
造そのものを組み変え、また、これを再生産して
いく側面を特に概念化したものである」と述べて
いる。この「地域移動」と「階層移動」の両者を
含んだ概念である社会移動と地域社会構造の形成
との関連の解明は、都市・地域社会学に欠かせな
い問題領域である。
この文脈において、今後の荏原・小山地区にお
ける地域形成を論じるにあたって、あらためて移
動・定着という地域移動の視点が重要で、あること
が、本分析の結果明らかになった。本研究は、女
性のみを分析対象者にしたが、その約4割が1980
年以降にこの地区に移動してきた外部からの流入
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層であった。この地域社会構造の変化は、女性の
地域集団参加パターンの分析結果にも端的にあら
われていた。岩城完之・飯沼恵編 (2000:108)が
指摘している「中小、商庖街が衰退して都心に通
勤する区外者の住むマンションがふえ空洞化して
いるB(荏原)地区」の象慨が、本分析で析出し
た「非参加型」である。約 6割が流入層であるこ
の住民層に分類されたケース数 (n=91)が 1番多
く、女性サンプルのおよそ3分の 1を占めている。
その一方で、荏原・小山地区で生まれ育った「神
輿会・ボランテイア参加型jが「非参加型」に次
ぐケース数 (n=63) を持つ住民層として析出され
た点が重要である。この住民層は、先に指摘した
区民センター建設請願運動を支えた1940年代出生
コーホ}トの子ども世代にあたる O つまりこの分
析結果は、「多重参加型」に代表される1970年代ま
でにこの地区に定着した住民層の世代的再生産過
程を示しているのである O 今日の神輿会を支える
若手として、あるいはボランテイア活動の担い手
として地域に関与しているこの住民層が、地区衰
退をくいとめる今後の地域形成の鍵を握っているO
注
1)園部雅久(1989:67)は、特に「社会構造を様キな
パラメータがおりなす多次元的な社会分化の形態」
として把握するP.M. Blauの社会構造論に依拠して、
「いかなる社会的次元がどのような集団によって統
合されているのか、あるいはまたどの社会的次元が
いかに分離されているのか」を問題にする必要性を
指摘している。事実、このアプローチは都市の社会
構造の分析に大きく貢献する可能性があることを示
唆している。本研究は、方法論的にこの立場にたち、
ある集団は他の集団とはどのような関係にあるのか
をおさえた上で、似かよった集団参加パターンを共
有する住民層は、いかなる社会的構成の人々から成
り立っているのかを明らかにし、荏原・小山地区に
おける住民層の分化の実態を描いていく。
2 )女性による地域活動の系譜を経時的に丹念に跡づけ
ていく作業は、都市・地域社会学の重要な課題であ
る。この荏原区民センタ}建設請願運動は、子育て
をめぐる教育文化運動の系譜に位置づけることがで
きる(玉野 2000)01970年代の生協活動から今日の
福祉NPO活動に至る系譜に関する事例研究として、
原田謙・高橋勇悦(1999)が挙げられる。
3 )本調査方法の詳細に関しては、玉野 (2001)の第 2
章を参照。
4)クラスター分析の方法は、 Aldenerfer，M. S. and 
Blashfield， R.K. (1984)、Romesburg，H. Charles 
(1989 = 1992)を参照。集団参加パターンの析出方
法は、板橋区のサンシティおける女性の集団参加の
現況に関する野沢慎司 (1986:76)の分析を参照し
た。クラスター分析を用いた参加行動パターンに関
する分析の 1つとして、武川正吾 (1992:207)の墨
田区および中野区における「参加階層」に関する研
究があげられる。武川は、参加行動をどのようなパ
ターンで行っているのかを検討するために、社会参
加・地域活動・選挙運動・投票・社会運動の5つの
スコアを用いてクラスター分析を行い、大都市住民
の参加階層を析出している(中野区の場合「全活動
参加型Jr選挙専念型Jr政治参加専門型Jr投票専
門型Jr無活動型」の 5類型、墨田区の場合「全活
動積極的参加型Jr全活動参加型H社会運動専門型」
「投票専門型Jr無活動型Jの5類型)。
5 )松本 (1988・16)は、初回品川調査の知見として、
!日中間層の地域への影響力が低下しつつあった小山
地区において、教育前期の母親が区民センター建設
請願運動を媒介に「多角ネットワーク派」を形成し
た点を明らかにし、職域を除くすべての領域(家
族・親族・友人・近隣)で活動的なライフスタイ
ル・クラスターである「多角ネットワーク派」は、
「母親という家族的発達的地位を規定因とし、マ一
トンのいう地位一役割セットの占有者として、地域
社会に一定の生活課題を持ち込んできた」点を指摘
している。
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Differentiation of Residents by Local Group Participating Pattems among Women: 
Findings from the Social Survey of Shinagawa-ku， Tokyo 
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This study examined the differentiation of residents by local group participating patterns 
among women， and investigated the differences of community involvement (cognition and use of 
local facilities， cognition of the petition movement， and political attitude). Data were ob阻inedfrom 
the survey of randomly selected women aged 20-69， living in Ebara and Koyama districts in 
Shinagawa-ku， Tokyo. 
The findings are as follows: 
1. Five group pa抗icやatingtypes were derived through cluster analysis: “non-participation type ';
γrA and co-op participation type'; “multiple partic駒 tiontype'; “Mikoshi (portable s祉国)fes-
tおaland volunteer participation type"，加d “traditionalgroup participation type". 
2. A third of the respondents fel into the “non-participation句rpe" who had moved into the dis-
trict since 1980， followed by the “festival and volunteer participation句rpe" who were mostly 
born and raised in the districts. 
3. The petition movement for construction of the community facility for children was developed by 
the “multiple participation句pe" who had moved into the districts in the 1970s， and the “tradi-
tional group participation type" who were mainly self-employed. It was suggested that the peti-
tion movement was based on the social networks among mothers in child rearing period， which 
were mediated by social educational activities and home education classes. 
